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新型コロナウイルス感染症の影響を受けた 

地域経済の活性化に向けた緊急提言 

 

新型コロナウイルスの感染は未だ収束しておらず、広く国民生活や経済に

大きな影響を及ぼしている。特に飲食業や観光関連産業は厳しい経営環境に

おかれており、2020年の休廃業・解散の件数が前年を大きく上回るとともに、

飲食業は、過去最多の倒産件数となっている。 

また、これまで行ってきた無利子無担保融資等の返済も一部の企業で始ま

っているが、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に伴い売上等の回復

が見込まれないことから、資金繰りが悪化し、倒産や失業者が増加し、地域

経済へのさらなる悪影響をもたらすなど、負のスパイラルに陥ることも懸念

される。 

加えて、一部の中堅・大企業においても、非製造業を中心とした大幅な業

績悪化など、中小企業と同様に厳しい経営状況となっており、これらの企業

が雇用する労働者はもとより、関連する中小企業とその労働者を含め、まさ

に地域の経済と雇用を守る砦としての、中堅・大企業の重要性は論をまたな

い。 

新型コロナウイルスの感染拡大が収束し、需要の回復局面に至るまでの間、

これまでの主に中小企業を対象とした支援に加え、地域経済を支え、雇用を

守り、地域の中核となっている中堅企業や大企業に対する支援が必要不可欠

である。 

ついては、国において、次の措置を講ずることを強く求める。 
 

１ 中堅・大企業等への支援について 

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小企業とともに、地域の経

済や雇用を支える中堅・大企業を支援するための措置として、売上高、経

常利益等を踏まえた助成制度を設けるとともに、速やかに支給できるよう、

税務関係情報の活用を可能とする法整備を行うこと。 

また、地方が独自に支援できるよう新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金の拡充などを行うこと。 
 

２ 国内投資の促進とサプライチェーン対策について 

地方の製造拠点強化を図ることにより、関連企業への波及効果、雇用の

創出など、地域経済の活性化に大きな役割を果たすことが期待される中で、
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「サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助金」の令和２年

度第三次補正を含めた予算措置の状況は、いまだに補助希望額（先行採択

分を除き、約１兆 7,640億円）とは大きな乖離がある。国内回帰の機運が

高まっている今こそ、国内の生産能力の増強・高度化を図る好機と捉え、

令和３年度においても必要かつ十分な予算を確保すること。 

 

３ 雇用調整助成金等の対応について 

  一部大企業にも対象が拡充された雇用調整助成金、緊急雇用安定助成金

及び新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金については、引き

続き、支援が必要な事業者や労働者に対して必要な情報が的確に届くよう、

あらゆる手段を講じ制度を分かりやすく周知し、利用促進を図ること。ま

た、特例措置期間の設定については、経済・雇用情勢等を十分踏まえ柔軟

に対応すること。 

 

４ 在籍型出向の支援強化について 

第三次補正予算により対応された産業雇用安定センターによる企業間

のマッチング体制の強化や在籍型出向を支援するための、出向元・出向先

双方に対する助成制度について、中堅・大企業等についても、中小企業並

みに補助率を引上げるとともに制度活用促進に向け徹底した周知を行う

こと。 
 

５ 中小企業等事業再構築促進事業の対象拡大について 

  Ｅコマースの市場が拡大する中、緊急事態宣言の再発令なども重なり、

地域の百貨店など一部の小売業の経営環境がますます悪化している。第三

次補正予算に計上された事業再構築補助金について、中堅企業も中小企業

並みに補助率を引上げ、かつ大企業も対象とすること。 
 

６ 資金繰り支援の延長及び返済負担の軽減について 

都道府県の制度融資を活用した民間金融機関の実質無利子・無担保融資

について、保証申込期限を延長するとともに、融資上限額を引き上げ、借

換えを認めたことは、厳しい経営環境が続く事業者の資金調達を助けるも

のと評価している。 

一方で、コロナ禍が長期化する中、収益の低迷が続く事業者も多いこと

から、実質無利子・無担保融資を引き続き活用できるよう、申込等期限を
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再度延長すること。また、今後、感染症の影響がさらに長期化・深刻化す

ることも想定し、既に貸し付けられている実質無利子・無担保融資の返済

条件の変更に、金融機関及び保証協会が柔軟に対応できるようにすること

や、利子補給期間及び償還期間の延長など、事業者の返済負担の一層の軽

減策を検討すること。 

  さらに、都道府県が実質無利子・無担保融資を実施するにあたり必要と

なる、信用保証に基づく代位弁済額の都道府県負担分や預託原資調達に係

る借入利息などの経費に対する支援を行うこと。 
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